
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2025 年 4 月号 

(2025 年 4 月 18 日発行) 

大阪：〒598-0013 大阪府泉佐野市中町 1-2-4 

e-mail：info@senshu-sr.com 

HP：https://senshu-sr.com 

泉州経営協会 静社労士事務所便り 

雇用保険法の改正 

先月と先々月の事務所便りでは、2025 年 4 月と 10 月施行の育児休業法や介護休業法についてご紹介し

ました。今回は、2025 年 4 月施行の雇用保険法をご紹介していきます。 

※過去の事務所便りは、<https://senshu-sr.com/>の事務所便りタブよりご覧頂けます。 
 
【２０２５年４月施行】 

◆雇用保険法の改正 ①出生後休業支援給付金の創設 

育児休業給付には、１：育児休業給付金、２：出生時育児休業給付金、そして 2025 年 4 月に創設された３：

出生後休業支援給付金、４：育児時短就業給付金の４つがあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３：出生後休業支援給付金は、１：育児休業給付金または２：出生時育児休業給付金を受ける者が、一定の要

件を満たした場合に上乗せで支給される給付金です。下図の例のように、給付率 67%に、出生後休業支援給

付金の給付率 13%が上乗せされ、給付率 80%になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

厚生労働省：<https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/001372778.pdf > 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

・１：育児休業給付金に対する、３：出生後休業支援給付金の支給要件 

① 同一の子について、育児休業給付金が支給される育児休業を対象期間に通算して 14 日以上取得した 

被保険者であること 

② 被保険者の配偶者が、「子の出生日または出産予定日のうち早い日」から「子の出生日または出産予定日

のうち遅い日から起算して８週間を経過する日の翌日」までの期間に通算して 14 日以上の育児休業を

取得したこと、または、子の出生日の翌日において「配偶者の育児休業を要件としない場合」に該当して

いること 

 

・２：出生時育児休業給付金に対する、３：出生後休業支援給付金の支給要件 

① 同一の子について、出生時育児休業給付金が支給される産後パパ育休（出生時育児休業）を通算して

14 日以上取得した被保険者であること 

② 被保険者の配偶者が子の出生日の翌日において「配偶者の育児休業を要件としない場合」に該当してい

ること、または、被保険者の配偶者も産後パパ育休の期間に通算して 14 日以上の育児休業を取得した

こと 

 

◆雇用保険法の改正 ②育児時短就業給付金の創設 

４：育児時短就業給付金は、２歳に満たない子を養育するために所定労働時間を短縮して就業した場合に、

賃金が低下するなど一定の要件を満たしたときに支給される給付金です。給付金の支給額は、原則、育児時短

就業中の各月に支払われた賃金額の10％です。 

 

・受給資格 

① ２歳未満の子を養育するために、１週間当たりの所定労働時間を短縮して就業する被保険者であること 

② 育児休業給付の対象となる育児休業から引き続き、同一の子について育児時短就業を開始したこと、ま

たは、育児時短就業開始日前２年間に、賃金支払基礎日数が11日以上ある（ない場合は賃金の支払いの

基礎となった時間数が80時間以上ある）完全月が12か月あること 

 

・各月の支給要件 

① 初日から末日まで続けて、被保険者である月 

② １週間当たりの所定労働時間を短縮して就業した期間がある月 

③ 初日から末日まで続けて、育児休業給付又は介護休業給付を受給していない月 

④ 高年齢雇用継続給付の受給対象となっていない月 

厚生労働省：<https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/001395073.pdf> 

 

◆雇用保険法の改正 ③高年齢雇用継続給付金の支給率変更 

高年齢雇用継続給付金とは、60 歳到達等時点に比べて賃金が 75％未満に低下した状態で働き続ける

60 歳以上 65 歳未満の一定の雇用保険一般被保険者に給付金を支給する制度です。60 歳に達した日（その

日時点で被保険者であった期間が５年以上であること、５年以上ない方はその期間が 5 年を満たすこととな

った日）が、以下の場合で支給率が変わります。 

・令和 7 年 3 月 31 日以前の方  ・・・  各月に支払われた賃金の 15％（従来の支給率）を限度として支給 

・令和 7 年 4 月 1 日以降の方 ・・・  各月に支払われた賃金の 10％（変更後の支給率）を限度として支給 

厚生労働省：<https://www.mhlw.go.jp/content/001328827.pdf> 


